
2010年9月28日、私ど、は、「タバコフリー築地フォーラム2010緊急集会: smoke丘ee~タバコのない

社会の実現をめざして」を開催し、我が国における「受動喫煙による肺がんと虚血性心咳患の死亡数が
年間約6,800人」であるという推吾卜結果を発表しました。この推ぎ十について、以下の通り解説いたします。
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による死亡数の推計について(解説)

1.推計の根拠

■対象とした疾患:肺がん、虚血性心疾患(受動喫煙との因果関係が確立された2疾患)
■推計に用いたデータ
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■擶十方法'

①能動喫煙率と能動喫煙の相対りスクにより、疾患別死亡に占めるヲ峡煙者の割合を算出け鳥
②同様に、ヲ峡煙者内の受動喫煙曝露寄洽と受動喫煙の相対りスクにより、ヲ陣煙者内の疾患別

死亡に占める受動喫煙の割合を出しナこ。

@近)および②から、疾患別死亡に占める受動喫煙の割合(受動喫煙の人口寄与危険寄洽)を算出し、
これを疾患別年間死亡数に乗じて受動喫煙起因年間死亡数とした。

2.推計の結果.
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肺がん 家庭 0.4% 62% 201

職場 09% 1.9% 448

家庭虚血住し咳患 0.5% 4B% 206
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■合計すると、男性 2221 人(うち職場1,814人)、女性 4,582人(うち職場1,811 人)で、6,803人

(うち職場3,625人は全体の53%)が、1年間に受動喫煙力ぐ原因で死亡していることになる。

つまり、受動喫煙をなくすことによって、1年で約6,800人の人命を救うことができると考えられる。
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3.解釈上の注意点

今回の擢十の解釈においては、以下の点に注意する必要がある。
①対象疾患が肺がんと虚血性心咳患のみである点
受動喫煙との因果関系が科学豹に確立しH、かっ精度の、死亡統計力《入手可謝よ2つの疾患のみを対象にした0受動喫

煙との因果関俳力て弔畔豹に確立あるいは示唆されている疾患や症状は他にも多数ありH、また司陵成果のによって「後
さらに増える可a謝勤ぐある。

②2005年時点での受動喫煙への曝割合を用いている点
の 1合として2卯5年の調査データ'を用いナニ。国立力ξん研究日本人全体のデータの入手可鰕生の観点から、

センターが実施した19卯年お、よぴ1993年の大規模調査丁一ータでは、,白喫煙宝オ生の4喨が家庭で、2訊吻力^で こ

ていナニ,。今回用し寸ご,、、._日洽(家庭31%、職場18%)はこれらより低いため、今回の1齢Hきしは過1、評価の可a樹勤ξある0
(淘,.での.._,白は・、,、,.の「人年」を元二騨出(週1同じ1卜の。「人数」をラ己一した目、洽1誌らに六きい0

@ール,の研究成果を統合した相対りスクを用いている点
データの安定性の観点から、受,ヅ、の相対りスクは、メタアナリシス研究(の研究成果を統合した研究)で報告された

二よる肺がんの相対りスクは家庭、職場とも数値を採用した。上記の国立力ぐん研究センターによる大規^では、

約13(.,._._'_1),、今回の^に用いた数値は家庭129、 1.14なので、特1こ^にっいて過小三師の可☆制勤ぐぁる0

4.政策的意義

WHO「たぱこ規制枠組条約」履行のためのガイドラインは、第8条けこぱこ煙にさらされることからの保
護)を行するためには「全面禁煙」および「法伽Hヒ」が必要である、と定めている'。

■アイルランド、英国をはじめ、イタリア、ノルウェー、スウェー,ンなどのヨーロツパ諸国やウルグァイ
などでは、屋内職場および公共の場所の全面禁煙力ぐすでに法制化されている。
英国では、全面煙の法制化後に心筋梗塞による入院数が減少したことも報告され゜"゜、米国医学研
究所a船titut.ofMedicim、10M)の報告は、全面禁煙を実施した国々における健康便益を総合的に
評価し、「禁煙去制化により、受動喫煙に関連した心臓発作が減少する」と結論付けている。

,「受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会」により、「多数の者莪が国では、2Φ9年、厚

が利用する公共的な空間にっいては原則として全面禁煙であるべき」という基本的方向ぐ示され、
この方向性に沿って2010年の健康局長通知「受動喫煙防止対策にっいて」が発出された"。その後、
「職場の受動喫煙防止対策検討会」を経て、労働政策審議会により職場の受動喫煙防止のための法制
化の議論が始まったところである。

■受動喫煙により、年間7000名近くもの死亡に至る重大な健康被害が起きているという視点に立って、
職場および公共の場所における「全面禁煙」のj去佑11化を、国が主導となって進める必要がある。
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<成人>

・脳卒
中・肺力ξん

・COPDなどの呼吸器疾患
既往症の悪化
・喘息の誘発と悪化

・動脈の損傷、脆弱化、血栓
"D筋梗塞、狭心症

妊娠:低出生体重児または
妊娠期に比して小さい胎児
早産

<子ども>

・中耳炎(慢性中耳炎)

・呼吸器感染症(気管支炎、肺炎)
・喘息の誘発と悪化
・性の呼吸器症状(喘、咳、息切れ)
・肺機能の低下

・ヘモグロビン、冠動脈への悪影響
・乳幼児突然死症候群(SIDS)
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受動喫煙防止法で小児喘息の
法律施行

6
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4 法規制前、タバコ産業が流した反論
「職場、飲食店で吸えなくなると
自宅で吸うようになる怖れがあるので、
レストラン等は禁煙化しない方が良い」
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レストランやバー、ホテルの納税額、
雇用統計など客観的なデータを分析し

た86論文の結論
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「全面禁煙にすると営業収入が

減る」ほタバコ産業が、

レストランの禁煙化を阻止するた

めの根拠のない通説
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宇佐美毅、他.日本公衆衛生雑誌.2012年7月号.飲食店における受動喫煙防止対策の実態と禁煙化による経営への影響につぃての考察
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